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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第132期

第３四半期
連結累計期間

第133期
第３四半期
連結累計期間

第132期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 160,025 148,408 219,814

経常利益 (百万円) 7,312 2,952 10,138

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 5,042 2,014 7,385

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,908 2,178 7,398

純資産額 (百万円) 79,805 86,177 86,725

総資産額 (百万円) 216,081 207,901 212,916

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 265.83 93.91 382.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 222.59 91.94 326.51

自己資本比率 (％) 36.6 41.1 40.4
 

 

回次
第132期

第３四半期
連結会計期間

第133期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 78.60 68.63
 

（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．当社は、株式給付信託（ＢＢＴ）を導入し、当該信託口が保有する当社株式を、連結財務諸表において自

己株式として計上しております。これに伴い、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益の算定上、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

について重要な変更はありません。

　また、関係会社の異動は以下のとおりであります。

 
第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である盛岡第２合同庁舎整備運営株式会社が

清算結了したため、連結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事

業年度（第132期）有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項については、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グ

ループが判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感

染再拡大による経済活動の停滞等、景気は厳しい状況にあり、ウクライナ情勢を受けて一層不透明

感が増している状況であります。

　しかし、建設業界におきましては、国内景気の低迷により民間建設投資が減少したものの、政府

建設投資は堅調に推移し、将来に向けても「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」

に基づく防災・減災対策やインフラ整備など、底堅い推移が期待できる状況にあります。

このような状況下、当社グループは事業構造の変革を基本方針とする中期経営計画（2020～2022

年度）を着実に推進し、継続的な変化と成長を続けてまいります。

当第３四半期連結累計期間における当社グループの連結業績についてですが、当社個別の受注高

については177,086百万円(前年同四半期比28.5％増)と順調に推移しているものの、主に国内にお

いて一部工事で着工が遅れたことなどにより、売上高は148,408百万円（前年同四半期比7.3％

減）、営業利益は2,776百万円（前年同四半期比61.3％減）、経常利益は2,952百万円（前年同四半

期比59.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,014百万円（前年同四半期比60.0％減）

となりました。

 

当社グループのセグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
（国内土木事業）

海上土木分野を中心に、港湾・鉄道・道路などのインフラ・社会資本の整備に継続的に取り組ん

でおります。前第３四半期連結累計期間と比べて大きく売上高を計上する案件が減少したことか

ら、当第３四半期連結累計期間の売上高は67,303百万円（前年同四半期比15.5％減）となりまし

た。

また、売上高の減少と一部不採算工事が発生したことなどにより、セグメント利益（営業利益）

は3,189百万円（前年同四半期比46.3％減）となりました。

なお、当社個別の受注高については、大型港湾土木工事を受注したことなどにより、93,993百万

円（前年同四半期比15.9％増）となりました。

 
（国内建築事業）

特命案件・企画提案案件・設計施工案件に注力しながら受注拡大に取り組んでおります。一部工

事で着工が遅れたことなどにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は37,840百万円（前年同四

半期比11.3％減）、セグメント損失（営業損失）は556百万円（前年同四半期はセグメント利益

2,558百万円）となりました。
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なお、当社個別の受注高については、物流や工場分野を中心に30,623百万円（前年同四半期比

21.3％減）となりました。

 
（海外事業）

東南アジアを中心に中東・アフリカなどにおいて、海上土木工事などに取り組んでおります。ア

フリカの大型工事の売上高が大きく寄与したことなどから、当第３四半期連結累計期間の売上高は

35,884百万円（前年同四半期比18.5％増）となりました。

売上高の増加及び一部工事で発注者との物価上昇に伴う協議の結果、採算が改善したことなどか

ら、セグメント利益（営業利益）は1,817百万円（前年同四半期はセグメント損失154百万円）とな

りました。

なお、当社個別の受注高については大型港湾工事などを受注したことから、52,470百万円（前年

同四半期比194.2％増）となりました。

 
（その他）

当第３四半期連結累計期間の売上高は7,380百万円（前年同四半期比0.7％減）、セグメント利益

（営業利益）は992百万円（前年同四半期比12.7％減）となりました。

 
当社グループの財政状態は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して5,015百万円減少

し、207,901百万円となりました。これは、主に工事代金の入金が進み、受取手形・完成工事未収

入金等が減少したことによります。

負債は、前連結会計年度末と比較して4,466百万円減少し、121,723百万円となりました。これ

は、主に借入金が増加したものの支払手形・工事未払金等、電子記録債務が減少したことによるも

のです。

純資産は、前連結会計年度末と比較して548百万円減少し、86,177百万円となりました。なお、

自己資本比率は41.1％と、前連結会計年度末と比較して0.7ポイント増加しております。

 
（２）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課

題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は826百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東亜建設工業株式会社(E00080)

四半期報告書

 4/20



第３ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 22,494,629 22,494,629
東京証券取引所
プライム市場
札幌証券取引所

単元株式数は100株であ
ります。

計 22,494,629 22,494,629 ― ―
 

　

（２）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 
（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

― 22,494 ― 18,976 ― 4,744
 

 
（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿

による記載をしております。

① 【発行済株式】
(2022年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 933,100
 

― ―

(相互保有株式)
普通株式 ―
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,514,800
 

215,148 ―

単元未満株式 普通株式 46,729
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 22,494,629 ― ―

総株主の議決権 ― 215,148 ―
 

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株（議決

 権１個）及び株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保有する当社株式が240,500株（議決権2,405個）含

まれております。

２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が44株含まれております。

 
② 【自己株式等】

(2022年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜建設工業株式会社

東京都新宿区西新宿
三丁目７番１号

933,100 ― 933,100 4.15

計 ― 933,100 ― 933,100 4.15
 

(注) 株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保有する当社株式240,500株は、上記自己保有株式に含めておりませ

ん。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりで

あります。

 
役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
建築事業本部長（働き方
改革推進責任者）、技術
研究開発センター統括

建築事業本部長、技術研
究開発センター統括

廣瀬　善香 2022年11月１日
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第４ 【経理の状況】

　

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月

１日から2022年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けて

おります。　
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 32,028 33,830

  受取手形・完成工事未収入金等 111,809 ※１  100,249

  有価証券 42 －

  未成工事支出金等 3,597 5,010

  販売用不動産 1,558 1,419

  立替金 8,211 6,943

  その他 4,831 10,086

  貸倒引当金 △7 △7

  流動資産合計 162,072 157,533

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 4,786 4,578

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 3,327 2,997

   土地 19,127 19,063

   その他 7,854 8,732

   有形固定資産合計 35,095 35,371

  無形固定資産 975 835

  投資その他の資産   

   投資有価証券 10,600 10,779

   その他 4,710 3,917

   貸倒引当金 △539 △536

   投資その他の資産合計 14,771 14,160

  固定資産合計 50,843 50,367

 資産合計 212,916 207,901

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 34,601 ※２  27,841

  電子記録債務 7,897 7,149

  短期借入金 ※３  18,875 ※３  37,004

  未払法人税等 1,737 290

  未成工事受入金 15,785 8,662

  預り金 18,255 21,910

  完成工事補償引当金 859 789

  工事損失引当金 1,809 1,730

  役員賞与引当金 63 15

  その他 7,864 3,253

  流動負債合計 107,750 108,648

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 1,050 280

  長期借入金 10,937 7,565

  再評価に係る繰延税金負債 2,320 2,320

  退職給付に係る負債 1,339 562

  役員株式給付引当金 106 90

  その他 2,686 2,256

  固定負債合計 18,440 13,074

 負債合計 126,190 121,723
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,976 18,976

  資本剰余金 19,042 18,937

  利益剰余金 43,543 43,583

  自己株式 △1,524 △2,129

  株主資本合計 80,037 79,368

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,235 2,388

  繰延ヘッジ損益 5 △2

  土地再評価差額金 3,659 3,659

  退職給付に係る調整累計額 89 45

  その他の包括利益累計額合計 5,990 6,092

 非支配株主持分 697 716

 純資産合計 86,725 86,177

負債純資産合計 212,916 207,901
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 160,025 148,408

売上原価 144,701 137,294

売上総利益 15,324 11,114

販売費及び一般管理費 8,143 8,337

営業利益 7,181 2,776

営業外収益   

 受取利息 16 14

 受取配当金 252 307

 為替差益 134 142

 その他 68 65

 営業外収益合計 472 530

営業外費用   

 支払利息 162 188

 保証料 111 114

 その他 67 52

 営業外費用合計 342 354

経常利益 7,312 2,952

特別利益   

 固定資産売却益 8 7

 投資有価証券売却益 － 121

 その他 2 0

 特別利益合計 11 130

特別損失   

 固定資産売却損 0 0

 減損損失 22 3

 その他 8 0

 特別損失合計 31 3

税金等調整前四半期純利益 7,291 3,079

法人税、住民税及び事業税 1,113 317

法人税等調整額 1,149 685

法人税等合計 2,263 1,002

四半期純利益 5,028 2,077

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△13 62

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,042 2,014
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 5,028 2,077

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △280 153

 繰延ヘッジ損益 5 △7

 退職給付に係る調整額 155 △44

 その他の包括利益合計 △119 101

四半期包括利益 4,908 2,178

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,922 2,116

 非支配株主に係る四半期包括利益 △13 62
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用
し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、四半期
連結財務諸表に与える影響はありません。

 
 

 

（会計上の見積りの変更）

（退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更）

当社は、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数として12年で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間が

これを下回ったため、第１四半期連結会計期間より費用処理年数を11年に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 
（追加情報）

（新型コロナウイルスの感染拡大が会計上の見積りに与える影響）

当第３四半期連結累計期間において、繰延税金資産の回収可能性の判断、固定資産の減損の判定

及び工事原価総額についての会計上の見積りを行うにあたり、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した新型コロナウイルスの感染拡大に関する仮定に重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(2022年３月31日)

 
当第３四半期連結会計期間

(2022年12月31日)

当社従業員(銀行借入保証) 13百万円  当社従業員(銀行借入保証) 12百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

22  
全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

22 

株式会社モリモト
(手付金等保証)

610  
株式会社モリモト
(手付金等保証)

－ 

計 646  計 34 
 

 
２　※３　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行とコミットメントライン（特定

融資枠）契約を締結しております。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

コミットメントライン契約の総額 25,000百万円 25,000百万円

借入実行残高 － 6,000 

差引額 25,000 19,000 
 

 
３　※１　※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四

半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

受取手形 －百万円 19百万円

支払手形 － 738 
 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 1,572百万円 1,932百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,537 80 2021年３月31日 2021年６月30日

 

（注）2021年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保有する

当社株式に対する配当金7百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,973 90 2022年３月31日 2022年６月30日

 

（注）2022年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保有する

当社株式に対する配当金8百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高         

 (1) 外部顧客に対する売上高 79,662 42,656 30,276 152,595 7,430 160,025 － 160,025

 (2) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

－ 66 － 66 10,753 10,819 △10,819 －

　計 79,662 42,723 30,276 152,662 18,183 170,845 △10,819 160,025

　セグメント利益又は損失(△) 5,942 2,558 △154 8,346 1,136 9,482 △2,301 7,181

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製

造・販売及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,301百万円には、セグメント間取引消去59百万円及び各報告セグ

メントに帰属しない一般管理費△2,360百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高         

 (1) 外部顧客に対する売上高 67,303 37,840 35,884 141,028 7,380 148,408 － 148,408

 (2) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

－ 60 － 60 7,494 7,554 △7,554 －

　計 67,303 37,900 35,884 141,088 14,874 155,963 △7,554 148,408

　セグメント利益又は損失(△) 3,189 △556 1,817 4,450 992 5,442 △2,665 2,776

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製

造・販売及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,665百万円には、セグメント間取引消去△39百万円及び各報告セ

グメントに帰属しない一般管理費△2,626百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

国内官公庁 58,608 3,820 － 62,429 2,728 65,157

国内民間 21,053 38,836 － 59,889 4,392 64,282

海外 － － 30,276 30,276 － 30,276

顧客との契約から生じる
収益

79,662 42,656 30,276 152,595 7,121 159,716

その他の収益 － － － － 309 309

外部顧客に対する売上高 79,662 42,656 30,276 152,595 7,430 160,025
 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造・販売

及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。

 
当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年12月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
（注）

合計国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

国内官公庁 50,028 7,030 － 57,059 3,166 60,225

国内民間 17,274 30,809 － 48,084 3,673 51,758

海外 － － 35,884 35,884 － 35,884

顧客との契約から生じる
収益

67,303 37,840 35,884 141,028 6,840 147,868

その他の収益 － － － － 540 540

外部顧客に対する売上高 67,303 37,840 35,884 141,028 7,380 148,408
 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造・販売

及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

（1）１株当たり四半期純利益(円) 265.83 93.91

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 5,042 2,014

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

5,042 2,014

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,967 21,454

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益(円) 222.59 91.94

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数（千株） 3,684 460

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、株式給付信託（Ｂ

ＢＴ）に係る信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております（前第３四半期連結累計期間 90千株、当第３四半期連結累計期間171千株）。

 
 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年２月８日

東亜建設工業株式会社

取締役会 御中
 

EY新日本有限責任監査法人

　東京事務所
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原　　　　　秀　敬  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 結　城     洋　治  
 

　

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る東亜建設工業株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（2022年10月１日から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から

2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜建設工業株式会社及び連結子

会社の2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結

財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい

て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に

表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連

結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連す

る注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して

責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

 監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー

上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽

減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

 
以　上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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